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様式第１号（第３条の６関係）

年 月 日

島 根 県 知 事 様

（ 市町村長）

住所

氏名 ㊞

法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地

計画段階環境配慮書送付書

島根県環境影響評価条例第４条の４の規定により、計画段階環境配慮書を別添のとおり

送付します。

記

１ 対象事業の名称

２ 対象事業の種類

３ 対象事業の規模

４ 事業実施想定区域

５ 連絡先（所在地、電話番号、所属及び担当者氏名）
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様式第１号の２（第３条の９関係）

年 月 日

島 根 県 知 事 様

（ 市町村長）

住所

氏名 ㊞

法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地

配慮書についての意見の概要送付書

島根県環境影響評価条例第４条の５第２項の規定により、配慮書の案又は配慮書につい

ての意見の概要を記載した書類を別添のとおり送付します。

記

１ 対象事業の名称

２ 対象事業の種類

３ 一般の意見書の提出の有無

４ 一般の意見書の数

５ 連絡先（所在地、電話番号、所属及び担当者氏名）

備考 「一般の意見書の数」の欄には、関係住民の意見書の数及び関係住民以外の者の意

見書の数並びにその合計を記載すること。
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様式第１号の３（第３条の11関係）

年 月 日

島 根 県 知 事 様

（ 市町村長）

住所

氏名 ㊞

法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地

配慮書に係る対象事業廃止等届出書

島根県環境影響評価条例第４条の７第１項の規定により、対象事業の廃止等について、

下記のとおり届け出ます。

記

１ 対象事業の名称

２ 対象事業の種類

３ 対象事業の規模

４ 事業実施想定区域

５ 廃止等（予定）年月日

６ 事業廃止等の理由

７ 条例第４条の７第１項第４号に該当する場合は、引継ぎにより新たに対象事業を実

施しようとする者となった者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地）

８ 連絡先（所在地、電話番号、所属及び担当者氏名）
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様式第１号の４（第６条関係）

年 月 日

島根県知事 様

（ 市町村長）

住所

氏名 ㊞

法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地

環境影響評価方法書送付書

島根県環境影響評価条例第６条の規定により、環境影響評価方法書及び要約書を別添の

とおり送付します。

記

１ 対象事業の名称

２ 対象事業の種類

３ 対象事業の規模

４ 対象事業実施区域

５ 連絡先（所在地、電話番号、所属及び担当者氏名）
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様式第１号の５（第９条の４関係）

年 月 日

島根県知事 様

（ 市町村長）

住所

氏名 ㊞

法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地

方法書説明会開催等実施届出書

島根県環境影響評価条例第７条の２第２項の規定により、方法書説明会の開催について、

下記のとおり届け出ます。

記

１ 対象事業の名称

２ 対象事業の種類

３ 対象事業の規模

４ 対象事業実施区域

５ 対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域の範囲

６ 方法書説明会の開催を予定する日時及び場所

７ 方法書説明会開催の公告の方法

８ 連絡先（所在地、電話番号、所属及び担当者氏名）
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様式第１号の６（第９条の８関係）

年 月 日

島根県知事 様

（ 市町村長）

住所

氏名 ㊞

法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地

方法書説明会開催等実施状況報告書

島根県環境影響評価条例第７条の２第５項の規定により、方法書説明会の状況について、

下記のとおり報告します。

記

１ 対象事業の名称

２ 対象事業の種類

３ 対象事業の規模

４ 対象事業実施区域

５ 方法書説明会の開催日時及び場所

６ 方法書説明会の参加者数

７ 方法書説明会の経過及び概要

８ 方法書説明会で配布した書類及び図面の種類

９ 方法書説明会開催の公告の方法

10 連絡先（所在地、電話番号、所属及び担当者氏名）
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様式第２号（第１１条関係）

年 月 日

島根県知事 様

（ 市町村長）

住所

氏名 印

法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地

方法書についての意見の概要送付書

島根県環境影響評価条例第９条の規定により、方法書についての意見の概要を記載した

書類を別添のとおり送付します。

記

１ 対象事業の名称

２ 対象事業の種類

３ 住民等の意見書の提出の有無

４ 住民等の意見書の数

５ 連絡先（所在地、電話番号、所属及び担当者氏名）

備考 「住民等の意見書の数」の欄には、関係住民の意見書の数及び関係住民以外の者の

意見書の数並びにその合計を記載すること。
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様式第３号（第１４条関係）

年 月 日

島根県知事 様

（ 市町村長）

住所

氏名 印

法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地

環境影響評価準備書送付書

島根県環境影響評価条例第１４条の規定により、環境影響評価準備書及び要約書を別添

のとおり送付します。

記

１ 対象事業の名称

２ 対象事業の種類

３ 対象事業の規模

４ 対象事業実施区域

５ 対象事業を実施するために必要な許認可等及び特定届出

６ 連絡先（所在地、電話番号、所属及び担当者氏名）
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様式第４号（第19条関係）

年 月 日

島根県知事 様

（ 市町村長）

住所

氏名 ㊞

法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地

準備書説明会開催等実施届出書

島根県環境影響評価条例第16条第２項において準用する同条例第７条の２第２項の規定

により、準備書説明会の開催について、下記のとおり届け出ます。

記

１ 対象事業の名称

２ 対象事業の種類

３ 対象事業の規模

４ 対象事業実施区域

５ 関係地域の範囲

６ 準備書説明会の開催を予定する日時及び場所

７ 準備書説明会開催の公告の方法

８ 連絡先（所在地、電話番号、所属及び担当者氏名）
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様式第５号（第23条関係）

年 月 日

島根県知事 様

（ 市町村長）

住所

氏名 ㊞

法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地

準備書説明会開催等実施状況報告書

島根県環境影響評価条例第16条第２項において準用する同条例第７条の２第５項の規定

により、準備書説明会の状況について、下記のとおり報告します。

記

１ 対象事業の名称

２ 対象事業の種類

３ 対象事業の規模

４ 対象事業実施区域

５ 準備書説明会の開催日時及び場所

６ 準備書説明会の参加者数

７ 準備書説明会の経過及び概要

８ 準備書説明会で配布した書類及び図面の種類

９ 準備書説明会開催の公告の方法

10 連絡先（所在地、電話番号、所属及び担当者氏名）
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様式第６号（第２５条関係）

年 月 日

島根県知事 様

（ 市町村長）

住所

氏名 印

法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地

準備書についての意見の概要等送付書

島根県環境影響評価条例第１８条の規定により、準備書についての意見の概要及び当該

意見についての見解を記載した書類を別添のとおり送付します。

記

１ 対象事業の名称

２ 対象事業の種類

３ 住民等の意見書の提出の有無

４ 住民等の意見書の数

５ 連絡先（所在地、電話番号、所属及び担当者氏名）

備考 「住民等の意見書の数」の欄には、関係住民の意見書の数及び関係住民以外の者の

意見書の数並びにその合計を記載すること。
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様式第７号（第２８条関係）

年 月 日

島根県知事 様

（ 市町村長）

住所

氏名 印

法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地

環境影響評価書送付書

島根県環境影響評価条例第２１条の規定により、環境影響評価書を別添のとおり送付し

ます。

記

１ 対象事業の名称

２ 対象事業の種類

３ 対象事業の規模

４ 対象事業実施区域

５ 対象事業を実施するために必要な許認可等及び特定届出

６ 連絡先（所在地、電話番号、所属及び担当者氏名）
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様式第８号（第 33条関係）
年 月 日

島 根 県 知 事 様

（ 市町村長）

住所

氏名 ㊞

法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地

対象事業廃止等届出書

島根県環境影響評価条例第 24 条第１項の規定により、対象事業の廃止等について、下
記のとおり届け出ます。

記

１ 対象事業の名称

２ 対象事業の種類

３ 対象事業の規模

４ 対象事業実施区域

５ 廃止等（予定）年月日

６ 事業廃止等の理由

７ 条例第 24 条第１項第３号に該当する場合は、引継ぎにより新たに事業者となった
者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所

在地）

８ 連絡先（所在地、電話番号、所属及び担当者氏名）
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様式第９号（第３７条関係）

年 月 日

島根県知事 様

（ 市町村長）

住所

氏名 印

法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地

工事着手届出書

対象事業に係る工事に着手したので、島根県環境影響評価条例第３１条の規定により、

下記のとおり届け出ます。

記

１ 対象事業の名称

２ 対象事業の種類

３ 工事着手年月日

４ 工事完了予定年月日

５ 工事施工者の氏名及び住所

６ 連絡先（所在地、電話番号、所属及び担当者氏名）
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様式第１０号（第３７条関係）

年 月 日

島根県知事 様

（ 市町村長）

住所

氏名 印

法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地

工事完了届出書

対象事業に係る工事を完了したので、島根県環境影響評価条例第３１条の規定により、

下記のとおり届け出ます。

記

１ 対象事業の名称

２ 対象事業の種類

３ 工事完了年月日

４ 供用開始予定年月日

５ 連絡先（所在地、電話番号、所属及び担当者氏名）
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様式第１１号（第３８条関係）

年 月 日

島根県知事 様

（ 市町村長）

住所

氏名 印

法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地

環境の保全のための措置の実施状況報告書

島根県環境影響評価条例第３２条第１項の規定により、環境の保全のための措置の実施

状況を下記のとおり報告します。

記

１ 対象事業の名称

２ 対象事業の種類及び規模

３ 対象事業実施区域

４ 対象事業に係る工事の進捗状況及び供用等の状況

５ 環境の保全のための措置の実施の状況

６ 対象事業に係る施設等の譲渡後における環境の保全のための措置の実施主体の名称並

びに当該実施主体との協力又は当該実施主体への要請の方法及び内容

７ 連絡先（所在地、電話番号、所属及び担当者氏名）

備考 評価書に記載した環境の保全のための措置に関する事項と異なる場合にあっては、

その内容及び理由を明らかにすること。
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様式第１２号（第３８条関係）

年 月 日

島根県知事 様

（ 市町村長）

住所

氏名 印

法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地

環境の状況の把握のための措置の実施状況報告書

島根県環境影響評価条例第３２条第２項の規定により、環境の状況の把握のための措置

の実施状況を下記のとおり報告します。

記

１ 対象事業の名称

２ 対象事業の種類及び規模

３ 対象事業実施区域

４ 対象事業に係る工事の進捗状況及び供用等の状況

５ 環境の保全のための措置の実施状況

６ 環境の状況の把握のための措置の項目及び手法並びに結果

７ 環境の状況の把握のための措置の結果により環境の程度が著しいことが明らかにな

った場合の対応の方針

８ 対象事業に係る施設等の譲渡後における環境の状況の把握のための措置の実施主体

の名称並びに当該実施主体との協力又は当該実施主体への要請の方法及び内容

９ 環境の状況の把握のための措置の全部又は一部を他の者に委託して行った場合に

は、その者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事

務所の所在地）

１０ 連絡先（所在地、電話番号、所属及び担当者氏名）

備考 １ 評価書に記載した環境の状況の把握のための措置の内容を変更して実施したも

のがある場合にあっては、その内容及び理由を明らかにするとともに、変更前後

の内容を対比することにより、当該評価書に記載した事項との相違を明らかにす

ること。

２ 調査地域を示した地図 縮尺２５ ０００分の１程度のもの を添付すること（ ） 。,



様式第１３号（第３９条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (表）
                                                                                

１２ｃｍ
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          写

          真

        　は

        　り

        　付

        　け

        　欄

            

                        　第　　　号

                                     

　　　 身　　分　　証　　明　　書

                                     

                  所属

                  職名

                  氏名

                    年　 　月　　日生

　この身分証明書を携帯する者は、島根県環

境影響評価条例（平成11年島根県条例第34号）

第33条第１項の規定による立入調査を行う職

員である。

　　　　　年　　月　　日交付

          　　　島根県知事 印

（裏）

島根県環境影響評価条例（抜粋）

　　（報告及び立入調査）

第３３条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、対象事業に係る工事着手後、

　事業者に対し、対象事業の実施状況その他の必要な事項について報告を求め、又は当該

　職員に、事業者の事務所若しくは対象事業の実施に係る区域に立ち入り、当該対象事業の

　実施状況その他の必要な事項について調査させることができる。

　２　前項の規定により調査を行う職員は、その権限を有する者であることを示す証明書を

　　携帯し、関係人に提示しなければならない。


